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平
成
22
～
25
年
度（
4
年
間
）

①
人
件
費
の
削
減

　

第
2
次
定
員
適
正
化
計
画
で
は
、

さ
ら
に
事
務
事
業
の
徹
底
的
な
見

直
し
や
市
民
と
の
協
働
の
推
進
な

ど
で
、
平
成
27
年
4
月
1
日
の
職

員
数
を
8
6
4
人
と
し
、
合
併
時

と
の
比
較
で
2
1
1
人
の
削
減
を

目
標
と
し
て
い
ま
す
。

　

民
間
で
で
き
る
も
の
は
極
力
民

間
に
委
ね
、
市
の
関
与
の
必
要
性

が
低
い
も
の
は
、
廃
止
ま
た
は
民

営
化
を
検
討
し
ま
す
。

　

ま
た
、
時
間
外
勤
務
は
、
能
率

的
な
職
務
の
執
行
を
確
保
し
、
経

費
削
減
や
職
員
の
健
康
管
理
の
観

点
か
ら
、
適
正
な
運
用
と
縮
減
を

図
り
ま
す
。

②
負
担
金
の
見
直
し

　

本
市
と
同
じ
よ
う
に
会
費
な
ど

を
負
担
す
る
ほ
か
の
自
治
体
な
ど

関
係
団
体
と
の
調
整
を
必
要
と
し

　

市
で
は
、市
民
の
信
頼
の
も
と
、将
来
に
わ
た
っ
て
公
共
的
な
役
割
を
果

た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、持
続
可
能
な
行
政
運
営
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。そ
の
た
め
、継
続
的
な
行
政
改
革
が
不
可
欠
で
あ
る
と
認
識
し
、﹁
第

2
次
豊
岡
市
行
政
改
革
大
綱
・
同
実
施
計
画
﹂を
策
定
し
ま
し
た
。

︽
問
合
せ
︾政
策
調
整
課
☎
21
︱
9
0
2
2

策
定
の
趣
旨

ま
す
が
、「
負
担
金
の
改
革
方
針
」

を
定
め
、
支
出
根
拠
を
再
度
精
査

す
る
と
と
も
に
、
必
要
性
、
有
効

性
な
ど
を
検
証
し
、
脱
会
、
廃
止
、

減
額
な
ど
を
検
討
し
ま
す
。

③
公
共
施
設
の
あ
り
方
の
見
直
し

　

維
持
管
理
費
の
徹
底
削
減
、
使

用
料
の
見
直
し
、
入
場
料
収
入
の

増
加
、
同
種
施
設
の
一
元
管
理
、

指
定
管
理
へ
の
移
行
、
自
主
事
業

の
整
理
な
ど「
公
共
施
設
の
あ
り

方
の
改
革
方
針
」を
定
め
、
検
討
・

実
施
し
ま
す
。

　

そ
の
上
で
、
第
3
次
行
政
改
革

（
平
成
26
年
度
以
降
）に
向
け
て
、

維
持
継
続
か
、
あ
る
い
は
用
途
変

更
、
統
合
、
廃
止
と
す
べ
き
か
な

ど
個
々
の
施
設
の
存

廃
を
検
討
し
ま
す
。

④
政
策
調
整
機
能
と組

織
の
見
直
し

　

複
数
の
部
に
関
わ
る
横
断
的
な

政
策
や
課
題
の
調
整
を
行
う
政
策

調
整
会
議
、
最
終
政
策
意
思
決
定

機
関
と
し
て
の
経
営
戦
略
会
議
の

ほ
か
に
、
組
織
横
断
的
な
課
題
へ

の
迅
速
な
対
応
と
ト
ッ
プ
の
方
針

の
徹
底
を
図
る
た
め
、
分
野
ご
と

に
担
当
副
市
長
に
よ
る
調
整
協
議

を
強
化
し
ま
す
。

　

ま
た
、
災
害
へ
の
対
応
と
地
域

振
興
を
支
援
す
る
た
め
の
地
域
担

　

市
で
は
、
平
成
18
年
度
に
策
定

し
た
第
1
次
行
政
改
革
大
綱
と
平

成
20
年
度
に
追
加
し
た
さ
ら
な
る

行
政
改
革
に
よ
っ
て
、
平
成
26
年

度
ま
で
の
全
会
計
総
額
で
、
1
0

0
億
円
を
超
え
る
改
革
の
取
組
み

を
継
続
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
取
組
み
は
、

合
併
特
例
に
守
ら
れ
な
が
ら
基
金

を
取
り
崩
す
こ
と
に
よ
り
、
平
成

26
年
度
ま
で
の
収
支
バ
ラ
ン
ス
を

確
保
し
た
に
す
ぎ
ず
、
合
併
特
例

の
終
了
に
伴
う
平
成
28
年
度
か
ら

の
地
方
交
付

税
の
段
階
的

な
削
減
が
始

ま
れ
ば
、
さ

ら
な
る
財
政

体
質
の
改
善

が
急
務
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
深
刻
な
財
政
見

通
し
を
踏
ま
え
、
第
1
次
行
政
改

革
を
継
続
し
補
完
す
る
第
2
次
行

政
改
革
大
綱
を
策
定
し
ま
し
た
。

取
組
期
間

取
組
課
題・方
針

▶
市
役
所
本
庁
舎

第2次豊岡市行政改革大綱・
同実施計画を策定しました！
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当
制
の
実
施
に
向
け
て
体
制
整
備

を
進
め
ま
す
。
さ
ら
に
、
新
庁
舎

の
建
設
に
併
せ
、
本
庁
で
の
窓
口

機
能
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス

の
検
討
を
行
い
、
本
庁
方
式
に
対

応
す
る
た
め
総
合
支
所
を
支
所

（
1
課
2
係
）と
し
ま
す
。

⑤
職
員
の
意
識
改
革

　

全
職
員
が
日
常
的
に
取
り
組
む

べ
き
指
針
と
し
て
、
平
成
22
年
9

月
30
日
ま
で
に「
コ
ス
ト
を
意
識

し
た
行
動
指
針
」を
策
定
し
ま
す
。

　

こ
の
指
針
に
は
、
部
ご
と
に
コ

ス
ト
意
識
の
徹
底
に
つ
な
が
る
取

組
み
も
盛
り
込
み
ま
す
。
職
員
の

意
識
改
革
を
目
的
の
1
つ
と
し
て

実
施
し
て
い
る
事
務
事
業
評
価
を

継
続
す
る
こ
と
で
、
コ
ス
ト
意
識

が「
当
た
り
前
」と
な
る
職
場
の
文

化
を
構
築
し
ま
す
。

　

ま
た
、
豊
岡
市
職
員
人
材
育
成

基
本
方
針
に
基
づ
き
、
人
材
育
成

の
体
制
強
化
を
図
り
、
自
発
的
に

課
題
に
挑
む
意
欲
あ

る
職
員
の
育
成
に
取

り
組
み
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
取
組
み
を
進
め
、「
よ

り
効
率
的
に
、よ
り
良
い
も
の
を
」

「
よ
り
低
い
コ
ス
ト
で
、
よ
り
質

の
高
い
サ
ー
ビ
ス
を
」と
い
っ
た

民
間
の
経
営
感
覚
を
身
に
付
け
た

自
治
体
経
営
を
目
指
し
ま
す
。

１．人件費の削減

効果額合計　　　　　　　　　　　５億7,262万円（累積：14億8,882万円）
　第２次行政改革期間中に正職員75人を削減します。

２．負担金の見直し

効果額合計　　　　　　　　　　　　　 152万円（累積：611万円）

継続する負担金　　　　　　　　  　282件

減額を検討する負担金　　　　　　　58件

廃止する負担金　　　　　　　　　　30件
　主なもの
　○全国都市計画協会負担金…………………………………………………14万円
　○兵庫県山村地域振興対策協議会負担金…………………………………11万円
　○移住・交流推進機構負担金………………………………………………10万円
　○日本港湾協会負担金………………………………………………………５万円

３．公共施設のあり方の見直し

効果額合計　　　　　　　　　　　      5,187万円（累積：5,187万円）

現行どおり　　　　　　 238施設

改善　　　　　　　　　　74施設

地元譲渡　　　　　　　　52施設

廃止　　　　　　　　　　10施設
・永楽公衆便所（※1）　　　　　　　　　・竹野児童館（平成21年度中に子育てセンターとして改修）
・大開東公衆便所（※1）　　　　　　　　・出石児童館（行革期間中に隣保館として使用）
・子ども自然村（※1）　　　　　　　　　・弁天浜野営場炊事棟（東側）（老朽化の状況をみて廃止）
・子ども自然村ミーティングセンター（※1）　・安

やす
良
ら

市民農園（※2）　　　　　　　

・出石農村環境改善センター（※1）　　　・中山住宅（※2）

４．第２次行政改革大綱・同実施計画期間中の累積効果額（第１次行政改革からの継続分を含む）

　約94億3,110万円

（内訳）　第１次行政改革からの継続分　　　　78億8,430万円
　　　　第２次行政改革での上乗せ分　　　　15億4,680万円

（　　）数字は、第２次行政改革での累積効果額

実施計画による効果額

※1は平成25年度末で廃止
※2は平成21年度中に廃止

●行政改革委員会の委員を募集しています（28ページ掲載）。


